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上腕骨近位部骨折手術患者における骨密度検査施行率について
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【はじめに】
　骨粗鬆症において、骨折の既往は二次骨折の重要な
危険因子であることは広く知られているが 1, 2 )、骨折
受傷・加療後に適切な骨粗鬆症治療が行われている割
合は極めて低い 3,4,5,6,7 )。骨粗鬆症による骨折連鎖の予
防に急性期病院が果たす役割としては、骨折受傷時に
骨粗鬆症を診断し加療を開始することが重要である。
　脊椎骨折や大腿骨近位部骨折等に比して骨密度検査
(Bone Mineral Density：BMD)の施行率が調べられ
ていない上腕骨近位部骨折(Proximal Humeral Frac-
ture：PHF)における施行状況を調査し、施行の有無に
おける臨床像を比較検討したので報告する。

【対象と方法】
　2015年 4 月から2018年 3 月に当科で手術を施行し
たPHF患者90例のうち、60歳以上の64例、男性13例・
女性51例、右32肢・左32肢、平均年齢77.8(61～98)歳
を対象とした。BMDを施行したものをB群(n=16)・
しなかったものをN群(n=48)とし、受傷時年齢、女性
比率、骨折型(Neer分類のpart数)、骨折の既往の有無、
合併骨折の有無、受傷前と術後の骨粗鬆症の加療の有
無を調査した。受傷時年齢はMann-WhitneyのU検定、
女性比率、骨折型、骨折の既往の有無、合併骨折の有
無、受傷前と術後の骨粗鬆症の加療の有無はFisherの
正確確率検定で比較検討した。p値<0.05を有意とした。

【結　　果】
　BMDの施行率は16例25%にとどまり、対若年成人
比は腰椎74%、大腿骨頚部59%で、15例94%で骨粗鬆
症の治療開始基準 8 )を満たしていた(図 1 )。受傷時
年齢(B群平均79歳・N群77歳、p=0.386)、女性比率
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図 1 ：BMD施行例16例のYAM値
腰椎は74(53-101)%、大腿頚部は59(38-87)%で、15
例(94%)で骨粗鬆症治療開始基準を満たしていた。
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(B群94%・N群75%、p=0.106)、骨折既往の有無(B群
38%・N群21%、p=0.182)、受傷前の骨粗鬆症加療の
有無(B群38%・N群23%、p=0.253)はいずれもB群で
高い傾向ではあったものの有意差を認めなかった。
　Neer分類の中央値(B群3.0・N群2.0、p=0.039)、合
併骨折の有無(B群56%・N群21%、p=0.007)、術後骨
粗鬆症加療の有無(B群88%・N群21%、p<0.001)に関
しては有意差を認め、B群では粉砕度が高く、他の骨
折を合併している症例が多く(図 2 )、術後の骨粗鬆症
加療へと結びついていた(図 3 )。

【考　　察】
　60歳以上の上腕骨近位部骨折手術患者64例の骨密度
検査及び薬物治療などについて当院における現状調査
を後ろ向きに行った。
　先行研究として、畠山ら 3 )は脆弱性骨折後に骨粗
鬆症治療を行った患者は全体で442例中55例(13.0%)、
PHF患者では26例中 3 例(11.5%)であったと報告して
いる。土井ら 4 )は橈骨遠位端骨折(Distal Radius Frac-
ture：DRF)とPHF計84例についてBMD施行率が25%、
骨粗鬆症治療施行率が26%と報告し、Nakayamaら 5 )

はDRF 1445例の検討でBMD施行率 9 %、骨粗鬆症治
療施行率13%、岡本ら 6 )はDRF 114例でBMD施行率

13%、骨粗鬆症治療施行率25%と報告している。同様
に小池ら 7 )は、PHF受傷後 1 年以上経過した患者の骨
粗鬆症治療率は23%であったと報告している。
　本研究でも、BMD施行率は25%に留まった。この
結果は諸家の報告と同程度の数値であるが、骨折連
鎖を予防するには不十分と言わざるを得ない。また、
BMDが施行された患者16例において、15例(94%)が
骨粗鬆症の治療開始基準 8 )に合致した。このことから、
今回BMDを施行していない群の中にも骨粗鬆症治療
対象患者が少なからず含まれていることが示唆された。
　B群は骨折の粉砕度が高く、他の骨折を合併してい
る症例が多く、各担当医は無意識にBMDの必要性を
感じて検査した可能性が示された。
　これらの結果から、PHF患者に対するBMDおよび
骨粗鬆症治療の重要性を再認識し、BMD施行率を上
げることが急務と考えられた。
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図 2 ：各群の合併骨折の内訳
B群の方が有意に合併骨折が多かった(p=0.007)。
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図 3 ：各群の術後における骨粗鬆症加療状況
B群では新規導入63%・継続処方25%、計88%で加療さ
れていたが、N群では21%で術前からの加療が継続された
だけで新規に治療が開始されたものはなかった。
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